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１.はじめに
2009年に、「学校保健法」が大幅に改正され、同年４
月１日から「学校保健安全法」として施行された。こ
れは学校保健と学校安全の一層の充実を図るためにな
されたものである。学校安全に関しては、「第27条学校
安全計画の策定等」、「第28条学校環境の安全確保」、「第
29条危険等発生時対処要領の策定」、「第30条地域の関
係機関との連携」が新設されている。このうち、第29
条では、「学校においては、事件・事故や自然災害時に
備えて危機発生時において学校の職員がとるべき措置
の具体的内容や手順を定めた対処要領(危機管理マニ
ュアル)を作成すること」としている。
防災マニュアルについては、文部科学省が2012年３
月に、地震・津波災害を想定した『学校防災マニュア
ル(地震・津波)作成の手引き』(以下『手引き』とする)
を作成し、各学校における防災マニュアルの作成、見
直しや改善を行う際の留意点や手順、各種資料等を示
して、各学校の地域特性や児童生徒等の実態に応じた
学校防災マニュアルの整備・充実に活用するとともに、
それに基づいた訓練等を実施し、その結果からの課題
を元に改善・改良を図り、実態に即した実践的なマニ
ュアルにするよう呼びかけている??。
また、実際の災害時において、地域の避難場所とし
ての学校という位置づけから、災害発生直後からの学
校の機能は、地域・学校固有の特性を考慮した具体的
なものでなければならない。こうした観点からも、防
災教育においては地域社会と連携した学校経営・運営
の個別事情を検討しながら検証していくことが求めら
れている。
東日本大震災において特徴的だったのは、「想定外」
という言葉で表される部分である。被害に遭った学校
の多くは、防災に関してマニュアルが作られていたが、
マニュアルどおりに動かなかったため被害に遭ったり、
逆にマニュアルどおりに動いたにもかかわらず被害を
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止められなかった例、さらには「学校において示され
ていた避難場所が津波の被害を受けた」??例もある。こ
うしたことから、本研究では、主に和歌山県内の学校
教育における防災教育の実践を具体的に検討すること
を通して、具体的な教育活動と地域連携の観点から防
災教育を実証的に分析し、考察することを目的とする。
２.防災教育の研究動向
2011年の東日本大震災や2016年の熊本地震など地震
による災害は、地震そのものによる被害はもちろん、
その直後の家屋倒壊、津波、火災、土砂災害など人命
に関わる重大な事態を引き起こす。その被害は、ライ
フラインなどの生活基盤の復旧に時間を要し、災害後
の復興は長期的な取り組みが必要となる。実際には、
東日本大震災発生後、すでに６年が経過しているにも
拘わらず、復興をなしたとはとても言いがたい状況で
あろう。最近では地震だけでなく、2017年には７月の
九州北部豪雨や秋田豪雨が相次いで発生しており、和
歌山県においても2011年の紀伊半島豪雨の発生もあり、
豪雨による災害も激甚な被害を引き起こす可能性が増
していると認識すべきであろう。
研究動向について概観すると、「防災」をキーワード
とする論文が65,903件、「防災教育」をキーワードとす
る論文が1,703件と研究が進められていることが分か
る??。「防災教育」に関わる研究のうち「地震」をキー
ワードとする研究が370件、「豪雨」をキーワードとす
る研究も19件検索することができる。豪雨災害に対す
る研究は、この10年ほど前から取り組まれていること
がわかり、関心事となってきていることが覗われる??。
豪雨に限らず土砂災害や河川氾濫なども自然災害とし
て脅威が増していることが最近の傾向であるので、災
害の種類や規模を再検討し、種々の災害に対応するこ
とを目指す防災教育を検討しなければならない。
このように災害の種類、頻度、規模、程度、対象等
がこれまで以上に配慮・準備しなければならない状況
となり、災害への対応の一環として、学校における防
災教育もまたその重要性が増していると考えられる。
３.防災教育の課題
防災対策の一環として学校教育が担う役割が小さく
ないことは周知の事実であろう。災害への取り組みは、
過去の経験や教訓に基づきながら、今後起こるであろ
う、災害への対策を実践可能な技能として身につける
ことが目指される。そのために学校教育に求められる
役割もこれを実現するために、現実的でなければなら
ない。東日本大震災発生以降、各地方自治体・教育委
員会によるいわゆる「防災マニュアル」、「ハザードマ
ップ」、「教育・安全指針」、「教育指導の手引き」など
の資料・教材等が作成され、教育活動に活かされてき
ている。こうした資料・教材は教育実践において実際
に使用され、その効果を検証しつつ改良・向上を目指
すことが重要であると考える。これまでの教育実践研
究においては、防災教育の実践や実態に即した実証的
な研究が多いとはいえず、防災教育研究の課題の一つ
と指摘できる。
また、防災教育の重要性が認識される契機となった
阪神・淡路大震災では、危機管理と防災意識の欠如が
問題として指摘された??。上記のような行政組織によ
る資料等は、災害時の危機管理に関して、方針や行動
指針を提供しており、一定程度の進捗が見られるもの
の、実際の災害発生時には危機管理から危機対応への
円滑な取り組みが必要となり、これを実践する現場と
して学校が役割を担うことが期待されている。防災教
育に関する学校の役割については、「学校を一つの場と
してとらえ、社会教育の視点で広く地域全体、全ての
年代を対象としたメニューやノウハウを提示する必要
がある」との指摘に留まり、課題としての認識が充分
とはいえなかった??。文部科学白書をみると、最新の
『平成27年度』版では、学校の防災機能強化を推進す
ることが掲げられ、防災関連施設・設備の整備状況は、
例えば学校内の通信装置は2006年度には27.1％にすぎ
なかったが、2015年度には61.3％まで設置が進んだこ
とがわかる。こうした物的条件整備の充実はもちろん
であるけれども、実際の災害時には、地域の避難施設
としての学校の位置づけから、災害発生直後からの学
校の機能は、地域・学校固有の特性を考慮した具体的
なものでなければならない。こうした観点からも、防
災教育においては地域社会との連携した学校経営・運
営について個別事例を検討しながら検証していくこと
が求められる。
そこで、以下では和歌山県内の高校の防災マニュア
ルを事例として、具体的に検討を行う。
４.和歌山商業高校の防災マニュアルにおける想定と
課題
⑴和歌山商業高等学校について
和歌山商業高等学校(以下、和商高校とする)は、和
歌山市の南に位置し、海岸まで約1.5㎞、海抜約５ⅿの
位置にある。また、和商高校が位置する砂山地区は、
保育園、保育所、小学校、中学校、特別支援学校が隣
接しており、住宅も密集した地域である。生徒数は960
名、教職員数は69名、計1029名(2016年)の職業学科の
高等学校である。
2014年の和歌山県の東海・東南海・南海連動地震お
よび南海トラフ巨大地震による被害想定から、和歌山
市最大震度は震度７、最大の津波の高さは８ⅿ、津波
到達時間(高さ１ⅿ以上)は40分～53分と想定されてい
る。
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⑵和商高校のマニュアルの想定内容
①発生時点の対応
和商高校では、地震発生時の対応については、生徒
の在校時や登下校時の対応として、①授業中(教室)に
発生した場合、②休憩中(教室・廊下)に発生した場合、
休憩中・移動中(階段・トイレ・実習教室)に発生した
場合、③登下校時(路上・駅舎・車内)に発生した場合
の対応が示されている。
②地震発生から避難場所の選択まで
和商高校では避難を２段階にしている。前述したと
おり、海岸まで約1.5㎞、海抜約５ⅿの所にあり、津波
の被害を受ける危険性が大きいと判断した。従って、
２次避難場所として、周辺で最も条件に適している県
立近代美術館・博物館を２次避難場所に指定している。
マニュアル作成当初は、２次避難場所を桐蔭高校に
設定していた。しかし、桐蔭高校の海抜は約９ⅿ、東
日本大震災時の津波の規模を考えた結果、現在の場所
に変更となった。
③災害時の教職員判断と行動
(?臨機応変に行動する」)
和商高校の教職員の初期対応の行動マニュアルを見
ると、①安全確保の的確な指示、②安心させるよう声
かけして落ち着かせる。③火を消す、電気のコンセン
トを抜く。④的確な指示、的確な誘導、配慮を要する
生徒への対応、⑤生徒の人数と安否確認、⑥周囲の状
況把握、状況により第２次避難の準備となっており、
さらに、?臨機応変に行動する」という記述がされてい
る。
次に、教職員の役割分担についても同じであり、和
商高校のマニュアルでは、校長を本部長として、教頭・
総務部長を中心に、各学年主任・副主任、各担任・副
担任という組織体制を組んでいる。
⑶和商高校のマニュアルの課題
和商高校のマニュアルにおいて、発生時期的な面で
見ると、放課後や休日の課外活動等の対応については
示されていない。また、休日や生徒の在宅時について
は学校外であり、各家庭での対応としている。
また、２次避難場所についても、県立近代美術館・
博物館までは徒歩で30分かかる上に、周囲に住宅が密
集していることから、地震による火災や家屋の倒壊、
交通の渋滞、住民の混乱等を考慮すると、避難中に津
波に巻き込まれる可能性やそれ以外の事故に遭遇する
可能性も想定される。
教職員の役割分担についても、高等学校において、
全教職員が校内にいること自体が多くなく、必ず欠損
があると想定すべきである。従って、しなければなら
ない役割をあらかじめ決めておいて、その時、その時
で誰がそれを担うかを迅速に決定する組織作りが必要
である。
防災マニュアルはあくまでも一つの指針であり万全
なものではない。最悪の事態を想定し、様々なケース
への対応方法を確立してマニュアルは作成されるが、
予想を超えることが起こり得るということは震災が残
した教訓でもある。
こうしたマニュアルの課題を修正し、より実態に即
した実践的かつ実効性のあるマニュアルにするために
は、マニュアルに基づいた訓練等を行い、その結果明
らかになった課題や実際に発生した災害から得られた
教訓に基づいて随時見直しを図る必要がある。
５.避難訓練について
⑴和商高校
和商高校においても、年に１度、避難訓練と学年毎
の防災教育を?防災スクール」として実施している。和
歌山商業高等学校の避難訓練の目的は ①南海地震・
東南海地震に備え、避難経路の確認、集合場所への迅
速な移動、点呼確認方法 ②緊急放送の活用 ③現実
的な役割分担、としている。
また、災害状況の想定についても、「①激しい地震(震
度５強から６弱)が約１分間続く、②校舎本体は倒壊し
なかったが、窓ガラスが割れ、天井や照明器具が落下
する、③揺れがおさまったので、火災発生場所の生徒
ホール付近を避けて、全校生徒が避難する。」としてい
る。
しかしながら、この目的、想定を変えずにそのまま
毎年繰り返すことは、固着した訓練となり、臨機応変
に行動できる力が培えないと考え、今日では多様な設
定を行っている。例えば、避難目標時間を変更したり、
避難経路を晴天時、雨天時の二通りを示しながら、あ
る年には避難経路にとらわれずに、各授業担当の指示
のもとで実施している。安否確認しても、マニュアル
では、クラス担任・副担任で点呼を取り、学年主任、
または教頭へ連絡することとしているが、生徒自らも
二人一組で点呼確認をして担任に連絡するといった試
みも行っている。このように、限られた中ではあるが、
様々なヴァリエーションをつけることで、緊急時の?臨
機応変に行動する」という意識も培うことを目的とし
ている。
⑵神島高等学校
①災害発生時の想定と学校の状況
神島高等学校は、田辺市の南西に位置し、海抜約３
ⅿで西に跡之浦湾まで約40ⅿ、東に文里港まで約500ⅿ
と海に挟まれた場所にある。港湾施設と住宅やショッ
ピングセンターも近くにある地域である。生徒876人、
教職員46人 計922人(2016年)の普通科と職業学科を併
設した高等学校である。
2014年の和歌山県の東海・東南海・南海連動地震お
よび南海トラフ巨大地震による被害想定から、田辺市
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最大震度は震度７、最大の津波の高さは12ⅿ、津波到
達時間(高さ１ⅿ以上)は20～25分と想定されている。
②神島高等学校における防災教育の特徴と課題
◯ア時間計測する避難訓練
2016年度における同校の津波避難訓練の概要を以下
に示す。
2016年５月23日、午後の時間帯を利用し、５限に体
育館に生徒全員を集めて地震と津波についての座学、
避難ルート説明を行う。このとき、地震が起きてから
津波の予想到達時間を伝え、避難訓練時の時間計測の
基準とする。
６限目、最初の５分は通常授業を実施し、その後、
緊急地震速報(訓練情報)が発令される。そこで、15分
後に３ⅿの津波、16分後に５ⅿの津波が来るという想
定のもと、授業担当者は揺れが収まるまでシェイクア
ウト??の姿勢をとるように指示する。６分後、大津波警
報発令、避難指示の訓練情報が放送される。生徒は、
校内の３か所の門に避難する。このとき教員は避難誘
導、指示は特にせず生徒の主体的な避難行動を見守る
だけである。門に到達するまでの時間を生徒が自ら確
認、ここから田辺高校(海抜16ⅿ)に向かってはマイク
による教員の指示のあと、各自時間を計測しながら避
難するが、学年により避難の方法が異なる。
２、３年生の生徒は、田辺高校に向かって各自が駆
け足で避難し、避難先で到着カードを受け取り、時間
を計測して各自で帰校、到着後アンケートに記入しカ
ードで出欠確認を受ける。
◯イ１年生への「２・３年生避難訓練の観察学習」
１年生は、２・３年生が避難した後に、正副担任の
引率の下で徒歩で田辺高校へ向かい、避難場所を確認
したのち帰校、アンケートに記入して避難訓練を終了
する。２、３年生は教員の引率なしで自発的に避難す
るという流れとなっており、１年生がそれを観察して
来年に生かすという趣旨で訓練が行われている。神島
高校の避難訓練は、地震の揺れ後の火災発生等の想定
はなく、津波からの避難を最重点テーマとした内容に
なっている。これは同校が海抜2.6ⅿの位置にあり、学
校敷地から最短40ⅿのところに海岸線が迫っていると
いう地理的条件を考慮したものといえる。
⑶海南高等学校定時制
①災害発生時の想定の下での学校の状況
海南高等学校定時制は、海南市の東部に位置し、和
歌浦湾の奥にある海南港から東に約２㎞、海抜12ⅿの
ところにある。周りは住宅地域であり、学校から１～２
㎞には山が迫っていて、広域避難場所として利用でき
る施設も存在する。生徒14人、教職員11人 計25人(2016
年)の普通科の高等学校である。
2016年の和歌山県の東海・東南海・南海連動地震お
よび南海トラフ巨大地震による被害想定から、海南市
最大震度は震度７、最大の津波の高さは８ⅿ、津波到
達時間(高さ１ⅿ以上)は39～56分と想定されている。
②海南高等学校定時制における防災教育の特徴と課題
◯ア１年間に３回の避難訓練
(身近な避難場所と広域避難場所)
平成28年度は３回の津波避難訓練を実施している。
その概要を以下に示す。
第１回防災・避難訓練(2016年７月１日)は津波到着
までに広域避難場所に避難する時間が無い場合(以下、
津波到着が迫っている場合と略す)を想定した訓練で
ある。４限目ホームルーム中に、緊急地震速報の訓練
放送が入り、生徒は担任の指示のもと、机の下に入り、
シェイクアウトの姿勢をとる。その後、大津波警報発
令の訓練情報が入り、生徒は担任の指示のもと、４階
の踊り場に避難する。点呼状況把握の後、教頭からの
訓話で終了する。
第２回防災・避難訓練(2016年９月２日)津波到着ま
でに広域避難場所に避難できる時間がある場合(津波
到着までに時間的余裕がある場合と略す)の避難を想
定した訓練。
１限目ホームルーム中に、緊急地震速報の訓練放送
が入り、生徒は担任の指示のもと、机の下に入り、シ
ェイクアウトの姿勢をとる。その後、大津波警報発令
の訓練情報が入り、全校生徒は担任の指示のもと、玄
関前に移動して集合点呼を行い、その後広域避難場所
である大野小学校(海抜約40ⅿ)に、教員の指導のもと、
薄暮の中を徒歩で移動する。到着時に時間を計測する。
その後現地で教頭からの訓話(避難３原則)を受け、徒
歩で帰校後、地震と津波について担当教諭より視聴覚
学習を行い、アンケートを記入して終了する。
なお、2016年11月４日の全国一斉避難訓練は、学校
の校時の関係で同時開催できないため、単独でシェイ
クアウトの訓練を実施した。
◯イ夜間における避難訓練
海南高等学校定時制は他の３校と異なり、夜間定時
制の高等学校である。そのため校時においては、夕刻
から夜間に避難を行うことになる。従前、津波到着が
迫っている場合の避難訓練においては、４階建て校舎
屋上への避難を実施していたが、2016年度は屋内の４
階踊り場に変更した。また、津波到着までに時間的余
裕がある場合の避難訓練では、事後指導として、広域
避難場所である大野小学校への経路が閉ざされた場合
を想定し、近隣の海抜の高い場所も地図を見せて説明
している。
⑷笠田高等学校
①災害発生時の想定と学校の状況
笠田高等学校は、和歌山県伊都郡かつらぎ町にあり、
紀の川の河岸段丘上(右岸約１㎞)に位置している。こ
の付近には、西南日本を貫く中央構造線断層帯が走っ
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ている。このため和歌山市から橋本市にかけての紀北
地域では、小規模の地震が多発するうえ、直下型地震
の危険性もある。生徒240人、教職員28人 計268人(2016
年)の普通科・職業学科併設の高等学校である。
このような地理的条件から、阪神淡路大震災に見ら
れるような地震の揺れによる建物崩壊や火災発生によ
る被害をくいとめることが重要なテーマになると思わ
れる。
②笠田高等学校における防災教育の特徴と課題
◯ア2016年度の地震避難訓練における内陸部での地震
への対応
2016年11月４日、午前10時、全国一斉の緊急地震速
報(訓練情報)の発令により、授業担当教員の指示のも
と、机の下に入ってシェイクアウトの姿勢を取る。揺
れが収まった後、校内で火災が発生したとの想定で、
全校生徒がグラウンドに避難する。その時の所要時間
を計測する。
実際の訓練でも、火災発生が想定されており、危機
管理マニュアルには、さらに地割れ、液状化、火災等
によりグラウンドが危険な状態になった時を想定し、
二次避難の基準が設定されている。
また、部活動やインターンシップなど校外での学習
の機会の多い同校の学習活動に対応し、危機管理マニ
ュアルには、校外学習時、在校時、登下校時の３つの
ケースで地震発生時の危機管理マニュアルが整備され
ている。
６.４校の事例から見えてくるもの
４校とも、校舎内で地震発生した場合、災害から身
を守るという避難方法について、校舎内における生徒
の安全確保という点で、教職員によるシェイクアウト
指示、揺れが収まった時点での教室外への避難という
流れまでは共通している。
しかし、その後の生徒の避難の方法には、各校のお
かれた状況を反映した様々な取り組みが見られる。
和商高校は、登下校と学校内のいくつかの時間帯で
の発生での訓練に特徴があり、限られた範囲内での想
定された状況で実施されている。想定範囲が狭いため、
避難訓練がパターン化されてしまう傾向がる。
また、和商高校は海抜約５ⅿにあり、津波の高さを
考えて、県立近代美術館、博物館を２次避難場所とし
ているが、実際に生徒960人と教員69人が、混乱してい
る住宅地と幹線道路をスムーズに移動できるか疑問が
残る。こうしたところに、大規模校で市街地に位置し、
高台がすくない地域での避難方法についての課題が浮
かび上がる。
次に、神島高校の特徴から見えてくるものは、校舎
外(校門)への避難訓練時、海抜の高い地点(田辺高校)
に向けての避難においては、教員による避難指示の放
送を受けて自主的に行動し、２・３年生が自ら走って
避難時間計測をする。こうした避難訓練は、災害発生
後の素早く状況を判断し、行動をする意識づけとなる
意図が明確であろう。また、１年生は２・３年生が避
難を観察することで、避難モデルが模倣学習(観察学
習)となる。同校の大津波避難訓練要項には、「大津波
から、安全に『逃げ切る』ため、生徒各自による速や
かな避難行動への意識を高める。」と表現されており、
率先避難者となるという意図も見て取れる。
海南高校定時制の場合には、夜間定時制であるため
避難訓練を夜間に行っているという特徴がある。実際
の訓練では、夕刻から夜間の時間帯に避難しなければ
ならず、避難場所の安全性については、全日制の学校
以上の配慮が求められる。
また実際に、津波到着が迫っている場合に、広域避
難場所である大野小学校への経路(直線距離約500ⅿ)
が山道であることは安全な避難にとってリスクとなる。
そのため、校外への避難が難しい場合には可能な限り
高い場所への避難という観点が必要となる。
大野小学校への避難訓練の後の地震と津波について
の視聴覚学習では、学校周辺地図を示し、学校周辺の
高台の場所を示すという指導は、想定が外れた場合の
対応に示唆を与えるものとなっている。
笠田高校の場合には、内陸部での地震被害を想定し
て、建物倒壊や火災発生を考えたグラウンドへの避難
訓練となっている。同校では地震後の火災発生を想定
している点が他の２校とは異なる。火災発生において
は、煙にまかれたり、一酸化炭素中毒により被害が大
きくなるリスクは、建物外への避難時間が長くなるほ
ど高くなるので、避難時間を測り、それを短縮するこ
とは、安全性確保への大きなファクターとなる。
また、直下型地震における火災の拡大や、大規模な
建物倒壊、地割れの発生など、想定外の災害が発生し
た場合に備えて２次避難の基準が設定されている。
４校に共通していえることは、各学校現場での現状
や課題を踏まえてマニュアルが検討され、避難訓練が
行われていることである。しかし、その各学校の避難
訓練から「想定にとらわれない」行動を、どのように
身に就けていくかが重要なポイントと考えられる。
例えば、各学校の避難場所までの避難経路において、
その距離が長ければ長いほど、様々な想定外のことが
生じると考えられる。家屋の倒壊や、混乱した市街地
を見ながらの避難など身体的・心理的に困難な状況が
想定されず、生徒集団が避難場所まで移動することに
なる。
しかしながら、「想定にとらわれない」「最善を尽く
す」「率先避難者たれ」という津波避難の三原則を生か
した訓練を神島高校は複数年にわたり実施している。
高校３年間を通じて「１年次の観察学習と２・３年次
の実際の避難行動」から率先避難者の意識を組み込ん
だ避難訓練と云えよう。発達年齢や集団の習熟に合わ
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せた継続的な避難訓練は、ひとつの災害発生時に対応
に生かせる戦略的意義を持った取り組みだと考えられ
る。
７.避難所としての学校
阪神・淡路大震災発生当時、「１校に2,000名を超え
る多数の住民が避難してくることを想定したマニュア
ルはなく、震災直後の避難所運営は現場における判断
と対応に委ねられた。こうしたことを教訓として、震
災後、地震等の災害に対応するためのマニュアルや学
校が避難所になった場合の避難所運営に関するマニュ
アルの策定」??の必要性が認識されるようになった。
阪神・淡路大震災以降、「避難所の運営に関心が高ま
り、地域の主体的な活動を後押しする地方公共団体に
よる避難所運営マニュアルには有用なものが散見され
る一方で、避難所運営の業務全体を俯瞰するガイドラ
インやマニュアルは未整備といえる状況にあり」??、ま
た、「東日本大震災の反省として、策定されていた『ガ
イドライン』『マニュアル』等が関係者であまり活用さ
れず、十分に機能しなかった」???という指摘も見られ
た。
⑴拠点避難場所指定の経緯
和歌山県橋本市では、「橋本市地域防災計画」???に基
づき、拠点となる避難場所(以下、「避難所」という。)
を定めている。橋本市内の県立学校４校についても、
2009年２月10日に橋本市との間で「避難所施設利用に
関する協定書」が締結され、2010年９月には「避難所
運営マニュアル」が橋本市によって示された。
2009年に締結された協定と以前のそれとを比較する
と、「以前の協定では避難場所や援助の提供協力に関す
る内容であったのに対し、今回の協定では、一歩踏み
込んで、避難所の開設、運営、期間など具体的な取り
決めを明記した協定」???となっている。
⑵災害発生初期段階における学校の役割
「避難所運営マニュアル」では、避難所の開設は避
難所従事職員と施設管理者である校長が協力して行う
こととされており、「施設の安全確認」と「鍵の管理」
が施設管理者の活動内容として規定されている。
しかし、学校は本来教育施設であり、大規模災害が
発生した場合には生徒の安全確保と安否の確認及び学
校教育活動の早期正常化が最優先課題であることは論
を待たない。
避難所の運営業務は本来自治体である橋本市の責務
であり、地域住民たる避難者による自治によって運営
されることが望ましいが、発災直後には被害状況の把
握に追われるほか、道路、電気、ガス、上下水道をは
じめとしたライフラインの寸断等により、市の職員だ
けでは避難所の対応が事実上不可能であり、学校に開
設された避難所の運営業務を教職員がやむを得ず支援
しなければならない状況も想定される。
今後も、学校に避難所が開設された場合、教職員は、
校長の職務命令により「施設等開放区域の明示」「避難
所誘導・避難者名簿の作成」「情報連絡活動」「食料・
飲料水・毛布等の救援物資の保管及び配給分配」「ボラ
ンティアの受入れ」「炊き出しへの協力」「避難所運営
組織づくりへの協力」「重傷者への対応」などといった
避難所運営業務に従事することが想定される。
しかし、その一方で、「避難所となった多くの学校で
は、教育機関としての機能が大きく制約を受けたこと
も事実であり、このことは、今後の学校の防災体制の
在り方について大きな課題を投げ掛けることとなっ
た」???などの課題も指摘されてきた。
本来、教育施設であり、基本的には教育活動の場で
ある学校にとって、災害時に避難所となることは「応
急的かつ付加的なものであるが、地域社会から寄せら
れている学校、教職員への期待の大きさ、施設の堅牢
性などに鑑み」???、避難所になった場合を想定しなが
ら学校の防災体制の検証・整備を図ることが重要であ
る。
⑶学校と地域・橋本市防災推進室との連携
伊都中央高校は、北名古曽、東名古曽、名古曽、浦
之段、高尾城、丹生平、住吉、南名古曽の住民の避難
所として指定されており、ひとたび災害が起これば、
住まいを失い、地域での生活を失った被災者の拠り所
となる。
本県では、東海・東南海・南海３連動地震や南海ト
ラフ巨大地震の発生が懸念されており、こうした大規
模災害が発生した場合、東日本大震災を超える被害が
想定される。
「避難所運営マニュアル」はあくまでも一つの指針
であり万全なものではない。最悪の事態を想定し、様々
なケースへの対応方法を確立してマニュアルは作成さ
れるが、予想を超えることが起こり得るということは
震災が残した教訓でもある。
マニュアルに基づいた訓練等を行い、その結果明ら
かになった課題や実際に発生した災害から得られた教
訓に基づいて随時見直しを図り、実態に即した実践的
かつ実効性のあるマニュアルにしていく必要がある。
このため、伊都中央高校では、学校が避難所になっ
た場合を想定して、年一回、橋本市防災推進室職員、
避難場所従事職員、学校管理職、避難対象地域の住民
が一堂に会して、「避難所運営マニュアル」の確認、避
難所開設訓練等を実施し、実態に合わせた改善等を行
っている。
実際に訓練を実施することで、参加者は避難所開設
に備えて取り組むべきことや訓練を通じて改善すべき
点など、マニュアルだけでは分からない多くの気付き
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が得られる。
伊都中央高校の事例でも、学校が避難所となった場
合に、学校が果たせる支援の範囲や役割、避難所とし
て使用する際の「避難者の居住する場所」「学校の占有
する場所」「学校と避難者との共有場所」の明確化、鍵
の保管・開錠及び休日・夜間や早朝の発災時の対応な
どについて、一つ一つ協議し、確認し合いながらお互
いの共通理解を図っている。
ところで、避難所運営は、災害の状況や避難者の変
動、あるいは災害発生が平日・昼間か休日・夜間によ
っても状況が大きく変わってくる。
特に、災害発生が生徒の在校中であれば、生徒の安
全確保と地域住民の避難誘導が同時となるため、避難
所運営に係る業務に対応可能な教職員数及び避難所と
して使用できるスペースが限定したものにならざるを
得ない。
このため、今後は、学校が実施する地震避難訓練に
地域住民等も参加し、地震避難訓練と避難所開設訓練
を同時に実施して課題を洗い出すことが望まれる。
８.おわりに
2017年度の防災の日を前に、紀北地域の高等学校２
校と、津波到達時間が５分以内の紀南地域の高校１校
の学校代表生徒が集まり、防災について事前会議をお
こなった。その席上、紀南地域の生徒が防災のことに
ついて発言し、「私たちの地域は、地震発生から５分以
内に津波が来る。お年寄りの人たちの声は、『私たちは
逃げてもしかたないから逃げない』と言う。どうした
らよいか」という地域の人の声を伝えた。防災教育に
おいて「想定にとらわれない」「最善をつくし」「率先
避難者たれ」という津波３原則のもとに避難訓練をし
ている高校生たちと地域の人との意識の違いを明確に
した。
全国的に行政主導による防災対策が推進されてきた
結果、住民の行政依存の意識が形成されてきたゆえに、
(※)「言われたら逃げる」姿勢が住民の敏速な避難行
動を妨げていると言われている。「逃げても助からな
い」と言うお年寄りの姿勢は、被害を大きくする可能
性がある。
今回の５つの高等学校での災害発生時の取り組みは、
防災教育として評価できるものであるが「点」として
の取り組みである。今後は、地域として、近隣の小学
校、中学校や自治会等がその取り組みを共有し「面」
としての防災活動につなげ、地域の「率先避難者」を
育成していかなければならない。
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